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平成１８年事業所・企業統計調査結果の概要

Ⅰ　調査の概要
１　調査の目的

　 平成１８年事業所・企業統計調査は、我が国のすべての事業所及び企業
を対象として、事業の種類や従業者数など事業所及び企業の活動の基本と
なる事項について調査し、我が国における産業や従業者規模等の基本的構
造を全国及び地域別に明らかにすることにより、各種行政施策の企画立案
のための基礎資料を提供するとともに、各種統計調査実施のための事業所
及び企業の名簿を得ることを目的として実施した。

２　調査の沿革
　    事業所・企業統計調査は、統計法に基づく指定統計調査（指定統計第２

号）として、「事業所統計調査」の名称で昭和２２年に開始され、平成８年の調査から企業の実態把握を充実させたことに伴い、「事業所・企業統計調査」と名称を変更した。

　調査は昭和２３年調査から昭和５６年調査までは３年ごと、５６年以降は５年ごとに実施しており、平成１８年調査は２０回目に当たる。
　なお、この中間年の調査として、民営事業所を対象として平成元年及び６年に事業所名簿整備のための調査を実施した後、平成８年調査の際、事業所・企業統計調査の簡易調査として位置づけられ、以降、平成１１年調査及び平成１６年調査を実施している。

３　調査日
　　平成１８年１０月１日
４　調査の対象
　　  調査の期日現在、国内に所在するすべての事業所。ただし、次の事業所は調査対象外とした。
(1) 日本標準産業分類（平成１４年３月７日総務省告示第１３９号）の「大分類Ａ－農業」、「大分類Ｂ－林業」及び「大分類Ｃ－漁業」に属する個人経営の事業所

　　(2) 同日本産業分類の大分類「Ｑ－サービス業（他に分類されないもの）」のうち「中分類83－その他の生活関連サービス業（小分類832―家事サービス業に限る）』及び「中分類94－外国公務」に属する事業所
　５　調査の方法及び調査事項

　　　調査は甲調査と乙調査に分けて実施した。

　　
(1) 甲調査・・・民営のすべての事業所で、総務大臣（統計局長）－都道府県知事―市町村長―統計調査員（指導員）－統計調査員（調査員）の流れにより、調査員が調査票甲を配布し、調査員が配布、収集する方法で調査した。

　　　（事業所に関する調査事項）

　　　　名称、電話番号、所在地、郵便番号、経営組織、本所・支所の別、開設時期、従業者数、事業の種類・業態、形態

　　　（企業に関する調査事項）

　　　　登記上の会社成立の時期、資本金額、外国資本比率、親会社・関連会社・その他の関連会社の有無、親会社の名称・所在地等、会社の合併及び分割等の状況、電子商取引の状況、会社全体の常用雇用者数。事業の種類、本所等の名称・所在地等
（2）乙調査・・・国及び地方公共団体のすべての事業所で、下記の流れに
より調査票乙を送付し、回収する方法で調査した。
①　国の調査事業所・・総務大臣―各府省等の長－調査事業所
②　都道府県の調査事業所・・総務大臣―都道府県知事―調査事業所

③　市町村の調査事業所・・総務大臣―都道府県知事―市町村長―調査
事業所

【用語の説明】
　１　事業所

　　　事業所とは、経済活動の場所ごとの単位であって、原則として次の要件

　　を備えているものをいう。

　　①　経済活動が単一の経営主体のもとで一定の場所（一区画）を占めて行われていること。

　　②　物の生産や販売、サービスの提供が、従業者と設備を有して、継続的に行われていること。　
　２　従業者
　　　従業者とは、調査日現在、当該事業所に所属して働いているすべての人

をいう。したがって、他の会社や下請先などの別経営の事業所へ派遣して

いる人も含まれる。

　また、当該事業所で働いている人であっても、他の会社や下請先などの

別経営の事業所から派遣されているなど、当該事業所から賃金・給与（現
物給与を含む。）を支給されていない人は従業者に含めない。
　　なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても従業者とした。

３　経営組織
　民営

　　国、地方公共団体の事業所を除く事業所をいう。

　　ただし、「独立行政法人等」は、平成１３年調査において、乙調査で調
査した。

　個人

　　個人が事業を経営している場合をいう。

　　会社や法人組織になっていなければ、共同経営の場合も個人に含める。

　法人

　　法律の規定によって法人格を認められているものが事業を経営している場合をいう。

　　・会社

　　　株式会社(有限会社を含む)、合名会社、合資会社、合同会社、相互会社及び外国の会社をいう。

　ここで、外国の会社とは外国で設立された法人やその他の外国の団

体であって、会社と同種のものまたは会社に類似するものの支店、営

業所などのうち、会社法の規定により日本に営業所などの所在地を登

記したものをいう。

・独立行政法人等

　独立行政法人、地方独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機

関法人及び日本郵政公社をいう。

・その他の法人

　法人格を持っているもののうち、会社及び独立行政法人等以外の法

人をいう。

　例えば、特殊法人、許可法人、財団法人、社団法人、学校法人、社

会福祉法人、宗教法人、医療法人、労働組合（法人格を持つもの）、農

(漁)業協同組合、事業協同組合、国民健康保険組合、共済組合、信用

金庫などが含まれる。
法人でない団体

団体であるが、法人格を持たないものをいう。

　例えば、協議会、後援会、同窓会、労働組合（法人格を持たないも

の）の事業所などが含まれる。
Ⅱ　結果の概況

　
１ 年次別事業所数及び従業者数

平成１８年１０月１日現在の青森県の事業所数は、６８，４５１事業所で平成１３年調査結果の７４，３３８事業所に比べ、５，８８７事業所
　　（７．９％）減少している。

従業者数は５７９，２６８人で、平成１３年調査結果の６３３，４４３

　　人に比べ５４，１７５人（８．６％）減少している。
表１　年次別事業所数及び従業者数の推移（平成３年～１８年）　
　（単位：事業所、人、％）
	　
	　
	年次
	平成３年
	平成８年
	平成１３年
	平成１８年

	　
	項目
	　
	
	
	
	

	事業所数
	実　　　　数
	７７，８５２
	７７，１５３
	７４，３３８
	６８，４５１

	
	増　加　率
	　
	－０．９
	－３．６
	－７．９

	従業者数
	実　　　　数
	６００，５５８
	６４５，４７９
	６３３，４４３
	５７９，２６８

	
	増　加　率
	　
	７．５
	－１．９
	－８．６


図１－１　事業所数及び増加率の推移（平成３年～１８年）
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図１－２　従業者数及び増加率の推移（平成３年～１８年）
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２ 男女別従業者数

　 従業者数を男女別にみると、男性が、３１８，１８６人（従業者全体の５４．
９％）、女性が２６１，０８２人（全体の４５．１％）となっており、平成
１３年に比べ男性が９．３％減、女性が７．６％減と共に減少している。
表２　男女別従業者数（平成３年～１８年）

	　
	実　　　数　　　（人）
	構成比（％）
	増加率（％）

	
	平成
3年
	平成
8年
	平成
13年
	平成
18年
	平成  3年
	平成  8年
	平成13年
	平成  18年
	3年
	8年
	13年

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	  ～
	　～
	　～

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　8年
	13年
	18年

	総数
	600,558 
	645,479 
	633,443 
	579,268 
	100.0 
	100.0 
	100.0 
	100.0 
	7.5 
	-1.9 
	-8.6 

	男
	335,663 
	361,141 
	350,954 
	318,186 
	55.9 
	55.9 
	55.4 
	54.9 
	7.6 
	-2.8 
	-9.3 

	女
	264,895 
	284,338 
	282,489 
	261,082 
	44.1 
	44.1 
	44.6 
	45.1 
	7.3 
	-0.6 
	-7.6 


図２－１　男女別従業者数の推移（平成３年～１８年）
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図２－２　男女別従業者の増加率の推移（平成３年～１８年）
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３　産業別事業所数及び従業者数

（１）事業所数

      産業大分類別に事業所数をみると、「卸売・小売業」が１９,５８２事業所（全産業の２８．６％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が１３，６９６事業所（同２０．０％）、「飲食店・宿泊業」が９,９６７事業所（同１４．６％）、「建設業」が６，５９８事業所（同
９．６％）と続いている。

　　  また、産業大分類別に事業所数を平成１３年と比べると、増加したのは「医療、福祉」だけで５８４事業所（１５．９％の増）となっている。

他の産業は、すべて減少しており、減少率の大きい順に鉱業が２０．８％の減、「公務（他に分類されないもの）」１４．３％の減、「卸売・小売業」、「飲食店・宿泊業」が１３，６％の減となっている。
（２）従業者数

　　　産業大分類別に従業者数をみると、「卸売・小売業」が１２８，２２６人

(全産業の２２．１％）と最も多く、次いで「サービス業」が７６，３２1

人（同１３．２％）となっており、「医療、福祉」が６８，１１３人（同
１１．８％）「製造業」が６５，６５６人（同１１．３％）と続いている。

　　　また、平成１３年と比べると、「医療、福祉」が１６．５％の増、「金融・
保険業」が０．４％の増となっているだけで、他の産業はすべてして減少
いる。減少率が大きい順に「鉱業」が３２．２％の減、「建設業」が
２３．０％の減、「製造業」が１４．４％の減となっている。
表３　産業別事業所数及び従業者数（平成１３年，１８年）
	　
	　
	事　　　業　　　所　　　数
	従　　　業　　　者　　　数

	産  業  大  分  類
	平成13年
	平成18年
	平成13年
	平成18年
	増加率
	平成
13年
	平成
18年
	平成13年
	平成18年
	増加率

	　
	　
	
	
	構成比（％）
	構成比（％）
	（％）
	（人）
	（人）
	構成比（％）
	構成比（％）
	（％）

	農林漁業
	532
	497
	0.7 
	0.7 
	-6.6 
	7,653
	6,759
	1.2 
	1.2 
	-11.7 

	鉱業
	48
	38
	0.1 
	0.1 
	-20.8 
	916
	621
	0.1 
	0.1 
	-32.2 

	建設業
	7,219
	6,598
	9.7 
	9.6 
	-8.6 
	76,036
	58,562
	12.0 
	10.1 
	-23.0 

	製造業
	3,629
	3,240
	4.9 
	4.7 
	-10.7 
	76,673
	65,656
	12.1 
	11.3 
	-14.4 

	電気・ガス・熱供給・　　水道業
	145
	140
	0.2 
	0.2 
	-3.4 
	3,325
	3,127
	0.5 
	0.5 
	-6.0 


	情報通信業
	370
	360
	0.5 
	0.5 
	-2.7 
	6,303
	5,439
	1.0 
	0.9 
	-13.7 

	運輸業
	1,374
	1,281
	1.8 
	1.9 
	-6.8 
	30,435
	27,659
	4.8 
	4.8 
	-9.1 

	卸売・小売業
	22,665
	19,582
	30.5 
	28.6 
	-13.6 
	144,734
	128,226
	22.8 
	22.1 
	-11.4 

	金融・保険業
	1,337
	1,245
	1.8 
	1.8 
	-6.9 
	15,674
	15,737
	2.5 
	2.7 
	0.4 

	不動産業
	3,433
	3,366
	4.6 
	4.9 
	-2.0 
	6,868
	6,521
	1.1 
	1.1 
	-5.1 

	飲食店，宿泊業
	11,536
	9,967
	15.5 
	14.6 
	-13.6 
	49,297
	42,924
	7.8 
	7.4 
	-12.9 

	医療，福祉
	3,681
	4,265
	5.0 
	6.2 
	15.9 
	58,450
	68,113
	9.2 
	11.8 
	16.5 

	教育，学習支援業
	2,740
	2,699
	3.7 
	4.0 
	-1.5 
	30,305
	28,788
	4.8 
	5.0 
	-5.0 

	複合サービス事業
	798
	713
	1.1 
	1.1 
	-10.7 
	11,693
	10,304
	1.9 
	1.8 
	-11.9 

	サービス業（他に分類されないもの）
	13,939
	13,696
	18.7 
	20.0 
	-1.7 
	78,863
	76,321
	12.5 
	13.2 
	-3.2 

	公務（他に分類されないもの）
	892
	764
	1.2 
	1.1 
	-14.3 
	36,218
	34,511
	5.7 
	6.0 
	-4.7 

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	74,338
	68,451
	100.0 
	100.0 
	-7.9 
	633,443
	579,268
	100.0 
	100.0 
	-8.6 

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


図３－１　産業別事業所数及び従業者数の増加率（平成１３年～１８年）
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図３－２　産業別事業所数の構成比率（平成１３年、１８年）
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図３－３　産業別従業者数の構成比率（平成１３年、１８年）
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４　経営組織別事業所数及び従業者数
　(1) 事業所数
経営組織別に民営の事業所数をみると、「個人経営」が３６，６５８事業
所（事業所全体の５３．６％）、「法人経営」が２８，４４６事業所（同
４１．６％）、うち「株式会社（有限会社含む）」が２３，６１６事業所（同３４．５％）となっている。

　　　平成１３年と比べてみると、「個人経営」が１２．２％の減、「法人経営」
が０．９％の減となっている。
(2) 従業者数

経営組織別に民営の従業者数をみると、「個人経営」が９４，９１０人（従

業者全体の１６．４％）、「法人経営」が４１１，４４７人（同７１．０％）、
うち「株式会社（有限会社含む）」が３２９，４９２人（同５６．９％）と
なっている。

　　　平成１３年と比べてみると、「個人経営」が１７．５％減、「法人経営」
が４．７％減となっている。

表４－１　経営組織別事業所数（平成１３年、１８年）
	経   営   組   織
	平成１３年
	平成１８年
	平成１３～１８年

	
	実　 数
	構成比(％)
	実 　数
	構成比（％）
	増 減 数
	増加率(％)

	　
	総　　数
	74,338 
	100.0 
	68,451 
	100.0 
	-5,887 
	-7.9 

	　
	民　営
	70,783 
	95.2 
	65,415 
	95.6 
	-5,368 
	-7.6 

	　
	　
	個　人　　 
	41,751 
	56.2 
	36,658 
	53.6 
	-5,093 
	-12.2 

	　
	　
	法　人
	28,692 
	38.6 
	28,446 
	41.6 
	-246 
	-0.9 

	　
	　
	　
	会　社
	24,636 
	33.1 
	23,813 
	34.8 
	-823 
	-3.3 

	　
	　
	　
	　
	株式会社　　
	24,399 
	32.8 
	23,616 
	34.5 
	-783 
	-3.2 

	　
	　
	　
	　
	合名 ・ 合資会社
	94 
	0.1 
	72 
	0.1 
	-22 
	-23.4 

	　
	　
	　
	　
	合同会社
	-
	-
	3 
	0.0 
	-
	-

	　
	　
	　
	　
	相互会社
	138 
	0.2 
	116 
	0.2 
	-22 
	-15.9 

	　
	　
	　
	　
	外国の会社
	5 
	0.0 
	6 
	0.0 
	1 
	20.0 

	　
	　
	　
	独立行政法人等
	-
	-
	301 
	0.5 
	-
	-

	　
	　
	　
	その他の法人
	4,056 
	5.4 
	4,332 
	6.3 
	276 
	6.8 

	　
	　
	法人でない団体　
	340 
	0.5 
	311 
	0.4 
	-29 
	-8.5 

	　
	国・地方公共団体
	3,555 
	4.8 
	3,036 
	4.4 
	-519 
	-14.6 


　※　独立行政法人等について、平成１３年は国・地方公共団体に含まれる。
図４－１　経営組織別事業所数の構成比率（平成１３年、１８年）
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表４－２　経営組織別従業者数（平成１３年、１８年）
	経営組織
	平成１３年
	平成１８年
	平成１３～１８年

	
	実　数
	構成比(％)
	実　数
	構成比(％）
	増 減 数
	増加率(％)

	　
	総　　数
	633,443 
	100.0 
	579,268 
	100.0 
	-54,175 
	-8.6 

	　
	民　営
	548,390 
	86.6 
	507,541 
	87.6 
	-40,849 
	-7.4 

	　
	　
	個　人　　 
	115,077 
	18.2 
	94,910 
	16.4 
	-20,167 
	-17.5 

	　
	　
	法　人
	431,759 
	68.2 
	411,447 
	71.0 
	-20,312 
	-4.7 

	　
	　
	　
	会　社
	366,306 
	57.8 
	333,469 
	57.6 
	-32,837 
	-9.0 

	　
	　
	　
	　
	株式会社　　
	362,127 
	57.2 
	329,492 
	56.9 
	-32,635 
	-9.0 

	　
	　
	　
	　
	合名 ・ 合資会社
	581 
	0.1 
	411 
	0.1 
	-170 
	-29.3 

	　
	　
	　
	　
	合同会社
	-
	-
	23 
	0.0 
	-
	-

	　
	　
	　
	　
	相互会社
	3,547 
	0.6 
	3,516 
	0.6 
	-31 
	-0.9 

	　
	　
	　
	　
	外国の会社
	51 
	0.0 
	27 
	0.0 
	-24 
	-47.1 

	　
	　
	　
	独立行政法人等
	-
	-
	8,022 
	1.4 
	8,022 
	-

	　
	　
	　
	その他の法人
	65,453 
	10.3 
	69,956 
	12.1 
	4,503 
	6.9 

	　
	　
	法人でない団体　
	1,554 
	0.2 
	1,184 
	0.2 
	-370 
	-23.8 

	　
	国・地方公共団体
	85,053 
	13.4 
	71,727 
	12.4 
	-13,326 
	-15.7 


· 独立行政法人等について、平成１３年は国・地方公共団体に含まれる。
図４－２　経営組織別従業者数の構成比率（平成１３年、１８年）
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５　事業所の異動状況（民営）

　 民営事業所の異動状況をみると、新設事業所数は１４，３７８事業所、廃業

事業所数は１９，０１０事業所となっており、新設率は２０．３％、廃業率は

２６．９％となっている。

　 また、平成１３年と比べると、新設率は１．４ポイントの低下、廃業率は

１．４ポイントの上昇となっている。

　表５　新設、廃業事業所数及び割合（民営・平成１３年、１８年）
	調査年
	新設事業所数 

*1
	新設率(％)

*2
	廃業事業所数

*3
	廃業率(％)

*4

	平成１８年
	14,378 
	20.3 
	19,010 
	26.9 

	平成１３年
	17,105 
	21.7 
	20,135 
	25.5 


    *1 新設事業所とは、調査日現在に存在した事業所のうち、前回調査日には存在しな
　　　かった事業所いう。その中には、前回調査の調査日の翌日以後に開設した事業所の
ほか、他の場所から移転してきたものを含む。

　　 *2 新設率とは、前回調査の民営事業所数に対する新設事業所数の割合である。

     *3 廃業事業所とは、前回調査日に存在した事業所のうち、調査日には存在しなかった
事業所をいう。その中には、前回調査の調査日の翌日以後に廃業した事業所のほか、

他の場所に移転したものを含む。

     *4 廃業率とは、前回調査の民営事業所数に対する廃業事業所数の割合である。

図５　事業所の新設率及び廃業率の推移（民営・平成１３年、１８年）
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６　従業者規模別事業所数及び従業者数（民営）

　(1) 事業所数
　　　従業者規模別に事業所数をみると、「１～４人」が４２，０６０事業所（事

業所全体の６４．３％）と最も多く、次いで「５～９人」が１１，３８１
事業所（同１７．４％）、「１０～１９人」が６，９４５事業所（同
１０．６％）となっており、２０人未満の事業所が事業所全体の９２．３％
を占めている。

　(2) 従業者数　
従業者数をみると、「３０人以上」が２０４，３０１人（従業者全体の
　　４０．３％）と最も多く、次いで「１０～１９人」が９２，９７５人
（同１８．３％）、「１～４人」が８４，７１３人（同１６．７％）と
なっている。

表６　従業者規模別事業所数及び従業者数（民営・平成１３年、１８年）

	従業者規模
	事　　　業　　　所　　　数
	従　　　業　　　者　　　数

	
	実　　　数
	平成
18年
	増加率
	実　　　数
	平成
18年
	増加率

	
	平成13年
	平成18年
	構成比(％)
	（％）
	平成13年
	平成18年
	構成比(％)
	（％）

	総　　　　数
	70,783
	65,415
	100.0 
	-7.6
	 548,390
	 507,541
	100.0 
	-7.4

	　　1 ～   4人     
	45,730
	42,060
	64.3 
	-8.0
	 92,938
	 84,713
	16.7 
	-8.8

	　　5 ～   9
	12,196
	11,381
	17.4 
	-6.7
	 79,632
	 74,530
	14.7 
	-6.4

	　10 ～  19
	7,308
	6,945
	10.6 
	-5.0
	 98,083
	 92,975
	18.3 
	-5.2

	　20 ～  29
	2,438
	2,162
	3.3 
	-11.3
	 57,781
	 51,022
	10.0 
	-11.7

	　30 人以上
	3,075
	2,830
	4.3 
	-8.0
	 219,956
	 204,301
	40.3 
	-7.1

	派遣・下請従業者のみ
	36
	37
	0.1 
	2.8
	-
	-
	-
	-


図６－１　従業者規模別事業所数及び従業者数の構成比（民営・平成１８年）
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図６－２　従業者規模別事業所数及び従業者数の増加率
（民営・平成１３年～１８年）
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７　市町村別事業所数及び従業者数（民営）
(1) 事業所数
市町村別の事業所数の増加率をみると、市部では、つがる市が平成１３年

と比べて０．６％増加しているだけで、他の市はすべて減少している。減少
率の大きい順に黒石市が１３．４％の減、むつ市が１０．３％の減、青森市
が９．０％の減となっている。

また、町村部では、蓬田村（１．８％の増）と、西目屋村（増減なし）以
外はすべて減少している。減少率の大きい順に、佐井村が１５．５％の減、
今別町が１５．４％の減、三戸町が１４．３％の減となっている。
(2) 従業者数　  

従業者数の増加率をみると、市部では、すべて減少している。減少率の大
きい順に黒石市が１３．２％の減、むつ市が１２．５％の減、青森市が
９．５％の減となっている。

一方、町村部では、六ヶ所村が１１．５％、東通村が１０．３％、蓬田村
が４．１％、おいらせ町が２．７％と４町村が増加し、他の町村はすべて減
少している。減少率の大きい順に、今別町が３５．３％の減、佐井村が
２０．８％の減、新郷村が１９．１％の減となっている。
表７　市町村別事業所数及び従業者数（民営・平成１３年、１８年）
	　
	事   業   所   数
	従     業     者     数

	区分
	平成13年
	平成18年
	 平成13年  
	平成13年
	平成18年
	 平成13年  

	
	
	
	　　　　　　～18年
	
	
	　　   　　～18年

	市町村
	
	
	増加数
	増加率
	
	
	増加数
	増加率

	
	
	
	
	（％）
	
	
	
	（％）

	青　 森　 市
	16,117 
	14,673 
	-1,444
	-9.0
	134,175 
	121,476 
	-12,699 
	-9.5

	弘 　前 　市
	9,658 
	8,848 
	-810
	-8.4
	75,811 
	74,377 
	-1,434 
	-1.9

	八 　戸 　市
	12,546 
	11,580 
	-966
	-7.7
	109,056 
	99,381 
	-9,675 
	-8.9

	黒 　石 　市
	1,868 
	1,618 
	-250
	-13.4
	13,442 
	11,670 
	-1,772 
	-13.2

	五所川原市
	3,355 
	3,352 
	-3
	-0.1
	22,952 
	21,230 
	-1,722 
	-7.5

	十 和 田　市
	4,047 
	3,752 
	-295
	-7.3
	29,626 
	28,330 
	-1,296 
	-4.4

	三 　沢 　市
	2,169 
	2,065 
	-104
	-4.8
	15,610 
	14,805 
	-805 
	-5.2

	む 　つ 　市
	3,395 
	3,046 
	-349
	-10.3
	22,984 
	20,122 
	-2,862 
	-12.5

	つ が る　市
	1,314 
	1,322 
	8
	 0.6
	9,877 
	9,704 
	-173 
	-1.8

	平　 川 　市
	1,415 
	1,313 
	-102
	-7.2
	10,641 
	10,216 
	-425 
	-4.0

	平 　内 　町
	 567
	 547
	-20
	-3.5
	3,571
	3,269
	-302 
	-8.5

	今 　別 　町
	 227
	 192
	-35
	-15.4
	1,074
	695
	-379 
	-35.3

	蓬 　田 　村
	 109
	 111
	2
	 1.8
	706
	735
	29 
	4.1

	外 ヶ 浜  町
	 434
	 405
	-29
	-6.7
	2,448
	2,145
	-303 
	-12.4

	鯵 ケ 沢　町
	 614
	 576
	-38
	-6.2
	3,965
	3,606
	-359 
	-9.1

	深 　浦 　町
	 615
	 542
	-73
	-11.9
	3,581
	3,030
	-551 
	-15.4

	西 目 屋　村
	 82
	 82
	0
	 0.0
	580
	521
	-59 
	-10.2

	藤 　崎 　町
	 627
	 581
	-46
	-7.3
	4,857
	4,797
	-60 
	-1.2

	大 　鰐 　町
	 532
	 466
	-66
	-12.4
	2,952
	2,608
	-344 
	-11.7

	田 舎 館　村
	 306
	 290
	-16
	-5.2
	2,373
	2,041
	-332 
	-14.0

	板 　柳 　町
	 738
	 704
	-34
	-4.6
	4,277
	3,801
	-476 
	-11.1

	鶴 　田 　町
	 556
	 503
	-53
	-9.5
	3,819
	3,352
	-467 
	-12.2

	中 　泊 　町
	 613
	 567
	-46
	-7.5
	3,912
	3,350
	-562 
	-14.4

	野 辺 地　町
	 1,052
	 935
	-117
	-11.1
	6,204
	5,167
	-1,037 
	-16.7

	七 　戸 　町
	 822
	 787
	-35
	-4.3
	6,120
	5,759
	-361 
	-5.9

	六 　戸 　町
	 393
	 382
	-11
	-2.8
	3,359
	3,193
	-166 
	-4.9

	横 　浜 　町
	 251
	 248
	-3
	-1.2
	2,139
	1,982
	-157 
	-7.3

	東 　北 　町
	 904
	 822
	-82
	-9.1
	6,447
	5,619
	-828 
	-12.8

	六 ケ 所　村
	 492
	 468
	-24
	-4.9
	5,985
	6,672
	687 
	11.5

	おいらせ町
	 935
	 925
	-10
	-1.1
	8,266
	8,486
	220 
	2.7

	大 　間 　町
	 380
	 350
	-30
	-7.9
	1,983
	1,968
	-15 
	-0.8

	東 　通 　村
	 288
	 268
	-20
	-6.9
	1,964
	2,166
	202 
	10.3

	風 間 浦　村
	 134
	 117
	-17
	-12.7
	671
	605
	-66 
	-9.8

	佐 　井 　村
	 181
	 153
	-28
	-15.5
	948
	751
	-197 
	-20.8

	三 　戸 　町
	 586
	 502
	-84
	-14.3
	4,072
	3,815
	-257 
	-6.3

	五 　戸 　町
	 718
	 694
	-24
	-3.3
	6,297
	5,516
	-781 
	-12.4

	田 　子 　町
	 310
	 294
	-16
	-5.2
	2,033
	2,029
	-4 
	-0.2

	南 　部 　町
	 874
	 817
	-57
	-6.5
	5,579
	4,798
	-781 
	-14.0

	階 　上 　町
	 442
	 406
	-36
	-8.1
	3,234
	3,107
	-127 
	-3.9

	新 　郷 　村
	 117
	 112
	-5
	-4.3
	800
	647
	-153 
	-19.1


図７－１　市町村別事業所数の増加率（民営・平成１３年～１８年）
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図７－２　市町村別従事者数の増加率（民営・平成１３年～１８年）
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· 公表している内容の主要統計表については、総務省統計局のホームページに
掲載しております。
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